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①H27水防法改正、新たな浸水想定区域図の公表
（想定し得る最大規模を考慮した見直し）

②H27.9 関東・東北豪雨（鬼怒川堤防決壊）

③水防災意識社会再構築ビジョンとその取り組み
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想定し得る最大規模を考慮した制度の見直し
水防法改正（H27.5公布）

近年､洪水､内水･高潮により､現在の
想定を超える浸水被害が多発

※内水…公共の水域等に雨水を排水できないことによる出水

方向性

想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等の充実・強化

想定し得る最大規模の内水・高潮に対する避難体制等の充実・強化

下水道管理者と連携した、内水に対する水防活動の推進

改正内容(抜粋)

現状・課題

現行の洪水に係る浸水想定区域について、
想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表

洪水予報等の浸水被害の危険を周知する制度
と相まって、避難体制等を充実・強化

H26.8避難所2階の
浸水（徳島県）

H25.8梅田駅周辺
の浸水（大阪市）

2
神通川
H14.9 公表時点



新たな浸水想定区域図（想定最大規模）

3河川整備の基本となる降雨（流域2日雨量264㎜）を前提とした区域 想定最大規模（流域2日雨量537㎜）の洪水に係る区域

主な浸水域の
拡大範囲

凡 例

従来
H14.9
公表

今回
H28.6
公表

水
防
法
改
正
に
伴
う
見
直
し

富山湾 神通川富山湾神通川

富山駅

◎

富山県庁

富山河川国道事務所

◎富山市役所

○富山駅

◎

富山県庁

富山河川国道事務所

◎富山市役所

○



項目 従来 H14.9公表 今回 H28.6公表 備考

前提となる降雨 河川整備において基本となる降雨
（流域2日雨量264㎜）

想定し得る最大規模の降雨
（流域2日雨量537㎜）

①北陸地方において過去に観測された降雨
データ、流域の地形状況から当該河川流域
で起こりうる最大規模の降雨量

（モデルはH23.7新潟福島豪雨）

②当該河川における1/1,000確率雨量

のいずれか大きい方（神通川の場合は①）

計算メッシュ 50m×50m 25m×25m 計算機器の向上等により、
より精度高い解析が可能

地盤高の評価 都市計画図（1/2,500）の単点
標高より作成

航空測量データを用いて設定

浸水深のランク
区分

①～0.5 ②0.5～1.0
③1.0～2.0 ④2.0～5.0
⑤5.0～
の５段階

①～0.5 ②0.5～3.0
③3.0～5.0 ④5.0～10.0
⑤10.0～20.0 ⑥20.0～
の６段階

家屋の標準的な高さを考慮
１階まで＝約３ｍ
２階まで＝約５ｍ

その他公表内容 最大流速想定図
最短到達時間想定図

最大流速想定図
最短到達時間想定図
家屋倒壊等氾濫想定区域図(氾濫流・河岸侵食)

浸水継続時間図
支川及び指定区間溢水を表示した合成図

いずれも②想定し得る最大規模のみ

住民の適切な避難行動等に
資する情報
急流河川の特性等も考慮

新たな浸水想定区域図の見直し内容
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浸水の深さ

凡例

家屋倒壊
危険区域

最短到達時間

最大流速図

氾濫時の浸水想定区域

平成２８年６月公表

浸水継続時間

5

富山駅

◎

富山県庁

富山河川国道事務所

◎富山市役所

○

富山湾
神通川



• 洪水による浸水想定区域、浸水深とあわせて、以下の事項も公表

①浸水継続時間（長時間にわたり浸水するおそれのある場合に限る）

②洪水時家屋倒壊危険区域

• これらの情報と想定浸水深から、洪水時に水平避難が必要な区域・垂直
避難が可能な区域を判定

• 避難勧告の対象区域の絞り込みや、住民の避難判断に活用

浸水深が浅い

浸水深が深い

避難勧告等の
対象区域

立ち退き避難

屋内安全確保

屋内安全確保

屋内安全確保

立ち退き避難

立ち退き避難

長期間深い浸水
が続くことが想
定される区域

立ち退き避難
立ち退き避難

立ち退き避難

避難勧告等の対象とする区域と避難行動について
（避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン説
明会資料（内閣府（防災担当）、H26）に加筆修正）

（参考）住民避難のためのリスク情報の周知
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浸水の深さ
富山駅

常願寺川
富山湾

凡例

家屋倒壊
危険区域

最短到達時間

最大流速図

浸水継続時間

富山湾 神通川

凡例

平成２８年６月公表

氾濫時の浸水想定区域

7

富山河川国道事務所
○

◎

富山県庁

富山市役所

◎

富山駅



家屋倒壊等
危険区域（氾濫流）

最短到達時間

最大流速図

浸水継続時間

富山湾 神通川

平成２８年６月公表

浸水の深さ

凡例

家屋の倒壊の危険がある区域
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富山駅

◎

富山県庁

富山河川国道事務所

◎富山市役所

○



家屋倒壊等
危険区域（河岸侵食）

最短到達時間

最大流速図

浸水継続時間

富山湾 神通川

平成２８年６月公表

浸水の深さ

凡例

9

富山駅

◎
富山県庁

富山河川国道事務所

◎富山市役所

○

家屋の倒壊の危険がある区域



■ 扇状地部の河床勾配は約１／２５０で日本有数の急流河川であり、洪水エネルギーが大きく、
越流（堤防から水があふれる現象）以外に侵食や洗掘により決壊する危険がある。

■ 神通川における下流域の低平地は、浸水域は広範囲となり、流速が早く、短時間で氾濫域が
拡大する。

■ 浸水想定区域内には、富山駅周辺をはじめ人口が集中する市街地が形成され、住居、商業、
産業が集積しており、多くの住民が迅速に避難できる体制に取り組む必要がある。

⇒ 氾濫時の「最短到達時間」「最大流速」のリスク情報を周知する必要

平常時からの備え

（参考）神通川の特徴を踏まえたリスク

近隣市町村から富山市への昼間の人口の流入が多く、
さらに洪水時に避難の対象者が増える可能性もある。

28,803 

2,321 
5,204 

648 
2,514 

4,561 

富山市 滑川市 射水市 舟橋村 上市町 立山町

流
入
超
過

近隣市町村別 昼夜間人口の差

出典：富山市HP 富山市企画管理
部情報統計課統計係

昭和58年9月洪水 富山市成子地先

ＪＲ高山本線

平成11年9月洪水 富山市岩木新地先 10



家屋倒壊等
危険区域

最短到達時間

最大流速図

浸水継続時間

富山湾 神通川

凡例

平成２８年６月公表

浸水の深さ

氾濫時の浸水想定区域
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富山駅

◎
富山県庁

富山河川国道事務所

◎富山市役所

○



浸水の深さ

富山湾

家屋倒壊等
危険区域

最短到達時間

最大流速図

平成２８年６月公表

氾濫時の浸水想定区域
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富山駅

◎
富山県庁

富山河川国道事務所

◎富山市役所

○

神通川

浸水継続時間
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①H27水防法改正、新たな浸水想定区域図の公表
（想定し得る最大規模を考慮した見直し）

②H27.9 関東・東北豪雨（鬼怒川堤防決壊）

③水防災意識社会再構築ビジョンとその取り組み



被災状況（拡大写真）

• 9月10日12時50分に常総市三坂町地先（左岸21k付近）で、堤防が約200m決壊
• 決壊箇所周辺では、堤防決壊による氾濫流により多くの家屋が流出
• 浸水面積:約40km2、全壊:50件、大規模半壊:914件、半壊:2,773件、床下浸水:2,264件

常総市三坂町地区

平成２７年９月１１日平成１８年

■決壊幅 約２００ｍ
■平成27年9月10日 １2時50分 堤防決壊

被災状況（全景写真）

H27関東・東北豪雨 鬼怒川の決壊・被災状況

※住家被害数は、茨城県災害対策本部（10月2日）発表資料より常総市関連を抜粋
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小貝川

鬼怒川

決壊箇所
（鬼怒川左岸
21.0km）

決壊箇所
（鬼怒川左岸21.0㎞）

常総市役所から撮影（撮影日：9/11）

【決壊地点近傍】家屋等の流出状況（撮影日：9/11）

鬼怒川

鬼怒川

小貝川

小貝川

常総市役所

：氾濫域の最大総浸水
面積（40ｋ㎡）
国土地理院公表資料

：決壊箇所
鬼怒川左岸21.0km

：浸水範囲内の建築物

常総市役所

常総市三坂町（鬼怒川左岸21.0㎞付近）の堤防決壊等に伴い、氾濫が発生。氾濫した水は下
流域に広がり約40㎢が浸水した。

決壊箇所
（鬼怒川左岸
21.0km）

H27関東・東北豪雨 鬼怒川の決壊・被災状況
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避難の遅れと長時間・広範囲の浸水による多数の孤立者の発生

鬼怒川下流域における一般被害の状況

鬼怒川

小貝川

中妻駅

北水海道駅

常総市役所

大生小学校

水海道中学校

水海道さくら病院

水海道第二高等学校

（八間堀川排水機場）

○ 浸水は約40㎢と広範囲に及び、宅地及び公共施設等の浸水が概ね解消するまでに10日を要した。
○ 約4,300人が救助されるなど、避難の遅れや避難所の孤立化が発生。

常総市役所から駐車場を撮影（撮影日：9/11）
周辺は浸水し、防災拠点の市役所も孤立化。

屋根からヘリコプターで救助される人

毎日新聞社

（ヘリ撮影日：11日15時頃）

（茨城県災害対策本部 10月29日16時以前の発表資料より常総市等、関連を抜粋）

状況等

常総市（死亡2名、重症3名、中等症21名、軽症20名）

常総市
（全壊50、大規模半壊914、半壊2,773、床下浸水2,264）
結城市 （半壊11、床上浸水38、床下浸水155）
筑西市 （大規模半壊68、半壊3、床下浸水18）
下妻市 （全壊1、床上浸水59、床下浸水105）
つくばみらい市 （半壊13、床上浸水1、床下浸水21）

ヘリによる救助者数 1,339人
地上部隊による救助者数 2,919人

①避難指示 11,230世帯，31,398人
②避難勧告 990世帯， 2,775人 （※29日16時現在）

関東鉄道常総線
9日 水海道～下館 遅延
10日～13日 全線運休（バス代替輸送）
14日 下妻～下館 通常の3割程度で運転再開
16日 取手～守谷間 通常の5割程度で運転再開
18日 取手～水海道 通常の5割程度で運転再開
＜水海道～下妻駅間の運休 23日15時時点＞

停電 11,236軒（11日4:47（ピーク時））
16日 20:15復旧

東部排水場地区（旧石下町）
10日18:10 約4,400世帯断水
14日 仮復旧
相野谷浄水場地区（旧水海道市）
10日18:10 約7,400世帯断水
21日19:00 仮復旧（引用不可）

旧水海道市内（常総市南部）
11日10:15 ＮＴＴ光回線5,000回線不通
13日15:30 加入電話200回線不通
17日23:32 通信障害回復
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①H27水防法改正、新たな浸水想定区域図の公表
（想定し得る最大規模を考慮した見直し）

②H27.9 関東・東北豪雨（鬼怒川堤防決壊）

③水防災意識社会再構築ビジョンとその取り組み
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「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」



水防災意識社会再構築ビジョン

関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市町村
（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。
＜ソフト対策＞・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」

へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞・「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
「危機管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

排水門

主な対策 各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。

A市

B市

C町

D市

対策済みの堤防

氾濫ブロック
家屋倒壊等氾濫想定区域※

＜危機管理型ハード対策＞＜危機管理型ハード対策＞

○越水等が発生した場合でも決壊までの時
間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進

天端のアスファルト等が、
越水による侵食から堤体を保護
（鳴瀬川水系吉田川、

平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞

＜住民目線のソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク
情報の周知
・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾
濫想定区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示
したハザードマップへの改良
・不動産関連事業者への説明会の開催

○事前の行動計画作成、訓練の
促進
・タイムラインの策定

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供
・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報
等の提供

＜洪水氾濫を未然に防ぐ対策＞

○優先的に整備が必要な区間において、
堤防のかさ上げや浸透対策などを実施

横断図

※ 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊
に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生する
ことが想定される区域

平成27年12月11日
国土交通省記者発表
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ハード対策の主な取組＜洪水氾濫を未然に防ぐ対策＞

荒屋地区北陸自動車道

掘削（流下断面の増大）

整備イメージ図

・河道の流下能力が不足している区間に対して、洪水を安全に流すための河道掘削を実施

・洪水時の乱流・偏流による侵食・洗掘等から堤防を守るための急流河川対策を実施

神通川 草島地区の河道掘削範囲

・支川井田川の支川合場川において、合流点処理が未処理となっていることから、極端に
治水安全度が低い状態となっているため、築堤等を実施

施工状況の例

整備イメージ図神通川 合場川合流点部の築堤範囲（H28）

合場川

井田川

牛ヶ首用水
頭首工

整備イメージ図
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河川水が越流し、赤丸
部分が洗掘される

越流【堤防から水があふれる現象】による堤防決壊のメカニズム

さらに堤防の崩壊が進
み、堤防が決壊する

越流水により赤丸部分
の崩壊が進む

ハード対策の主な取組＜危機管理型ハード対策＞



・河川氾濫のおそれがある情報
（氾濫危険水位を超過）

・河川氾濫が発生した情報

上記２種類の情報について、
緊急速報メールを活用して左のように配信

○携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」を活用した洪水情報のプッシュ型配
信（以下、「メール配信」という）を茨城県常総市、愛媛県大洲市で開始。

洪水情報のプッシュ型配信イメージ
※H28.9.5より試行開始

住民目線のソフト対策の例 ～自らリスクを察知し主体的に避難できるように～
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構成機関名・代表者

富山市 市長

高岡市 市長

立山町 町長

舟橋村 村長

射水市 市長

砺波市 市長

小矢部市 市長

南砺市 市長

富山県 土木部河川課 課長

富山県 富山土木センター 所長

富山県 富山土木センター 立山土木事務所 所長

富山県 高岡土木センター 所長

富山県 高岡土木センター 小矢部土木事務所 所長

富山県 砺波土木センター 所長

富山地方気象台 台長

北陸地方整備局 富山河川国道事務所 所長

オブザーバー

西日本旅客鉄道(株)

あいの風とやま鉄道(株)

北陸電力(株)

関西電力(株)

電源開発(株)

北陸地方整備局利賀ダム工事事務所

平成２７年９月関東・東北豪雨を踏まえ、常願寺川、神通川、庄川及び小矢部川流域におい
て氾濫が発生することを前提として社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構
築することを目的としてことにより、平成28年４月に設立。

同年８月に河川管理者、県、市町村等が連携・協力し、概ね５年間で達成すべき減災のため
の目標を共有、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進するための取組方針を公表。

開催状況 主な議題

第1回
協議会

H28.4.21 ・水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組について
・現状の水害リスク情報や取組状況の共有

・減災のための目標（案）及び目標達成に向けた取組の柱について

第1回
幹事会

H28.7.28 ・減災のための目標及び目標達成の見直し（案）について
・現状の取組状況の情報共有について
・目標達成のための取組（案）とりまとめについて

第2回
幹事会

H28.8.10 ・減災のための目標及び目標達成の見直し（案）について
・第２回協議会資料（減災に係る取組方針（案））について

第2回
協議会

H28.8.26 ・幹事会の報告について

・減災に係る取組方針（案）について

第2回協議会（H28.8.26）開催状況
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＜常願寺川、神通川、庄川及び小矢部川大規模氾濫に関する減災対策協議会＞

河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会の設置



低平地に富山市の中心市街地が形成されている地形・社会特性を踏まえ、神通川の
大規模水害に対し、

『川や市街地を流れる洪水の理解と
それによる迅速かつ確実な避難』

『社会経済被害の最小化』 を目標とする。

■５年間で達成すべき目標

■目標達成に向けた取組の柱
河川管理者が実施する堤防整備等の洪水を安全に流す対策に加え、以下の取組を実施する。

１．急流河川特有の洪水現象について理解を頂くための周知・理解促進の取り組み
２．神通川の特性を踏まえた大規模水害における避難行動のための取り組み
３．洪水氾濫による被害軽減及び避難時間確保のための水防活動等の取り組み
４．一刻も早く社会経済活動を回復させるための排水活動の取り組み

減災のための目標＜神通川＞

※大規模水害・・・想定し得る最大規模降雨に伴う洪水氾濫による被害。

※川を流れる洪水・・・水位が急激に上昇する。越流以外に侵食や洗掘による決壊のおそれがある。

※市街地を流れる洪水・・・一旦堤防が決壊すると勢いのある水が短時間で市街地に広がる。

※迅速かつ確実な避難・・・水深が浅くても歩行できない状況となる前に安全な場所への避難。

※社会経済被害の最小化・・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動を再開できる状態。
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概ね５年で実施する取組＜神通川＞

1）ハード対策の主な取組
■洪水を河川内で安全に流す対策 ■危機管理型ハード対策（堤防天端の保護・裏法尻の補強）
■周知・理解促進、避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

2）ソフト対策の主な取組

①急流河川特有の洪水を理解するための周知・理解促進の取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に 関する取組
・小中学校等における水災害教育を実施
・出前講座等を活用し、水防災等に関する説明会を開催
・効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
・自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実施
・まるごとまちごとハザードマップを整備
・住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の充実

②迅速かつ迅速な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組
・リアルタイムの情報提供やプッシュ型情 報の発信など防災情報の充実
・避難勧告等の発令に着目した防災行動計画（タイムライン）の整備及び検証と改善
・想定最大規模も含めた決壊地点別浸水想定区域図、 家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナビ等による公表）
・立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討
・参加市・町による広域避難計画の策定及び支援
・広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定・周知
・水位予測の検討及び精度の向上
・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善
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2）ソフト対策の主な取組

③洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に 関する取組
・水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実施
・自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡視の実施
・毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
・水防活動の担い手となる水防団員・水防協力団体の募集・指定を促進
・国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
・大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組
・要配慮者利用施設による避難確保計画の作成に向けた支援を実施
・大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

④社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化
■救援・救助活動の効率化に関する取組
・大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実施

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・氾濫水を迅速に排水するため、排水施設の情報共有、排水手法等の検討を行い、
大規模水害を想定した排水計画（案）を作成

・排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備
・関係機関が連携した排水実働訓練の実施

概ね５年で実施する取組＜神通川＞

26



平成27年9月関東・東北豪雨災害を踏まえ、市町村において「早期の立退き避難が必要な区
域」を検討し、水害ハザードマップに明示

地域により発生する水害の要因やタイミング、頻度、組み合わせは様々に異なることから、
市町村において事前に「地域における水害特性」等を十分に分析することが推奨される

⇒  氾濫の危険を抱える地域の特性を踏まえた検討が必要

主な取組： 避難方法の検討（新たな洪水ハザードマップ作成）

水害ハザードマップ作成の手引き（H28.4）ポイント抜粋

常願寺川＋神通川（支川含）浸水想定区域図重合せ（想定最大規模）

射水市
富山市

富山市

立山町

舟橋村

滑川市

富山市

上市町

神通川
常願寺川

凡 例

立ち退き避難区域のイメージ

神通川家屋倒壊等氾濫想定区域(氾濫流)（再掲）

神通川

凡 例
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富山湾

富山河川国道事務所

○

◎

富山県庁

富山市役所

◎

富山駅

富山湾

富山駅



高善寺橋付近

磯川樋門付近

平成２５年９月洪水でのポンプ排水及び照明車配備

氾濫水を迅速に排水するため、排水施設の情
報共有、排水手法等の検討を行い、神通川大
規模水害を想定した排水計画（案）を作成

関係機関が連携した排水実働訓練の実施

主な取組： 大規模水害を想定した排水計画（案）作成

富山湾 神通川

富山河川国道事務所
○

◎
富山県庁

富山市役所
◎

富山駅

神通川浸水継続時間図（想定最大規模）（再掲） 28


